
地球環境研究総合推進費S-3（脱温暖化2050研究プロジェクト） 

平成19年度成果（S-3全体概要） 

    

 - 1 -

課題名  Ｓ－３ 脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評

価・予測・立案手法の確立に関する総合研究プロジェクト 

課題代表者名 西岡秀三（独立行政法人国立環境研究所特別客員研究員） 

研究体制 

１：温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 

（環境省独立行政法人国立環境研究所、農林水産省独立行政法人森林総合研究所、京都大学、文

教大学、神戸大学、立命館大学、財団法人地球環境戦略研究機関、社団法人日本エネルギー学

会、みずほ情報総研（株）、（株）ジェイ・ケイ・エル） 

２：温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関する研究 

（環境省独立行政法人国立環境研究所、東京工業大学、早稲田大学、国際大学） 

３：都市に対する中長期的な二酸化炭素排出削減策導入効果の評価 

（東京大学、慶應大学、成蹊大学、日本工業大学、東京理科大学、（株）日建設計） 

４：温暖化対策のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究 

―IT社会のエコデザイン― 

（経済産業省独立行政法人産業技術総合研究所、東京大学、日本電信電話（株）） 

５：技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減中長期戦略に関する研究 

 （環境省独立行政法人国立環境研究所、経済産業省独立行政法人産業技術総合研究所、名古屋大
学、東京海洋大学、（株）三菱総合研究所） 

 

研究概要 

 

１．序（研究背景等） 

2007年に入りIPCC第4次報告書各作業部隊から政策決定者向け要約が公表された。確実に温暖化

は起こっておりそれはほぼ間違いなく人為起源でもたらされていること、温暖化影響は予想以上に

広がっており気温の上昇が約2～3℃以上である場合にはすべての地域において温暖化によるマイ

ナスの影響を受けること、深刻な影響を避けるためには2050年の温室効果ガス排出量を半減以下に

する必要があり今から適切な対応をとれば2030年の排出量を2000年レベル以下に抑えることが可

能なこと、等が指摘された。 

先進国である日本はそれ以上、たとえば70から90％削減を求められたとき、温室効果ガスをほと

んど出さない脱温暖化社会像を描く必要がある。そこで、長期にわたる継続した取り組みの方向性

をできるだけ早く提示することが求められている。2050年頃には現在の社会インフラのかなりが変

更されるであろう。今から長期の方向性を打ち出しておけば、都市、交通、産業などでエネルギー

に依存している現状の社会インフラを変更するための制度変革、技術開発、ライフスタイルチェン

ジなどに関する具体的な政策を提案することができる。 
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図1 脱温暖化2050研究プロジェクトの枠組み 
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２．研究目的 

平成16年度から、環境省地球環境研究総合推進費戦略プロジェクトの1つとして開始された本研

究プロジェクトは、第Ⅰ期3年（平成16年度から平成18年度）＋第Ⅱ期2年（平成19年度から平成20

年度）の5年間に及ぶものである。本プロジェクトの目的は、日本を対象とした長期にわたる継続

した地球環境政策の方向性を提示することである。 

そこで、本プロジェクトでは、日本における中長期温暖化対策シナリオを構築するために、以下

の検討を行い、2050年までを見越した日本の温室効果ガス削減のシナリオとそれに至る環境政策の

方向性を提示する（図1）。 

 

（１）全体像を把握する長期シナリオ開発研究とシナリオで取り入れる対策、施策、政策群の妥当

性を検討する政策評価研究[シナリオ] 

（２）中長期温暖化対策のための削減目標を設定する判断基準検討研究[目標検討]、および 

技術社会面での今後の変化・発展予測をふまえた種々のオプションを検討する技術・社会イ

ノベーション統合研究 

（３）都市対策[都市] 

（４）IT導入効果[IT社会] 

（５）交通対策[交通] 

 

 これらの分野に専門性を持つ研究者約60名が結集したシナリオ研究により、技術・制度・社会シ

ステムなどを横断した整合性のある実現性の高い中長期温暖化政策策定に貢献する。また、経済発

展と両立した脱温暖化社会に到る道筋を提言することで研究者以外の人々の脱温暖化政策への関

心を高め、社会システム・ライフスタイルの改善に役立つよう情報発信を行う。 

 

３．研究の方法と結果 

昨年度までに以下の検討を行った。 

 

（１）日本のCO2排出量を2050年までに1990年比70％削減させる技術的ポテンシャルがあることを明

らかにした。 

（２）低炭素社会シナリオの定量的評価を行うため、社会経済像を様々な面から検討し対策を見つ

け出すシミュレーションモデル群の開発を進めた。 

（３）都市、IT社会、交通などの個別の分野における対策の効果について技術的・経済的可能性を

検討し、モデルシミュレーション解析を行った。 

（４）行政への研究結果の提供、シンポジウムの開催、テレビ放映、脱温暖化2050研究プロジェク

トホームページ（http://2050.nies.go.jp）などを通じて、脱温暖化2050研究への関心が高

まった。日英共同研究プログラム「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プロジェクト」

を推進し、2007年6月に第1回ワークショップを行うなど、世界各国の低炭素社会作りにつな

がる活動を行うため、研究の成果を広く内外に知らせた。 

 

本年度は、以下の成果を得た。 

 

１）温暖化対策評価のための長期シナリオ研究 

① 2007年2月に報告した、2050年の日本のCO2排出量を1990年に比べて70％削減するような低炭素社

会を実現する戦略を具体的に示すため、複数の対策と政策を組み合わせた方策（例えば、高断熱住

宅や太陽エネルギーを利用する快適な家創りを目的とする関連活動のまとまり）を12個にまとめ、

目指すべき姿、目指すべき社会像を実現するための障害と施策、それらを組み合わせた実現戦略を

叙述的、また可能な限り定量的に記述した（図1、表1）。その成果を2008年5月22日に記者発表し

た。 

② モデル構築の手法をアジアの国々（例：中国、インド、タイ）など世界の国に移転し、低炭素

と持続可能な開発を両立させるシナリオ構築に貢献した。2008年12月にバリで行われたCOP13/CMP3

にて「低炭素アジア（Low Carbon Asia）」と題するサイドイベント（12月8日）を開催し、日本、

インド、中国、タイ、インドネシアの低炭素社会シナリオについてその実現戦略を報告・議論した。

③ 日英低炭素社会研究プロジェクトの活動を発展させた。2007年6月にロンドンで第2回国際ワー
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クショップを行い、その成果をCOP13/CMP3で報告した。また、2008年2月に東京にて第3回国際ワー

クショップを行い、そこで行われた議論をCall for ActionおよびExecutive Summaryとしてまとめ、

2008年3月に千葉で行われたG20（グレンイーグルス対話）で日英環境大臣から紹介された。 

④ 研究で示した滋賀ビジョン・シナリオは，パブリックコメント聴取や滋賀県議会での議論を経

て、2008年3月17日に行政計画として決定・公表された。 

 

表1 低炭素社会に向けた12の方策 

 方策の名称 説明 CO2削減量 

1 快適さを逃さない住まい

とオフィス  

建物の構造を工夫することで光を

取り込み暖房・冷房の熱を逃がさな

い建築物の設計・普及 

民生分野 

56～48 

2 トップランナー機器をレ

ンタルする暮らし 

レンタルなどで高効率機器の初期

費用負担を軽減しモノ離れしたサ

ービス提供を推進 

 

3 安心でおいしい旬産旬消

型農業 

露地で栽培された農産物など旬の

ものを食べる生活をサポートする

ことで農業経営が低炭素化 

産業分野 

30～35 

4 森林と共生できる暮らし 建築物や家具・建具などへの木材積

極的利用、吸収源確保、長期林業政

策で林業ビジネス進展 

 

5 人と地球に責任を持つ産

業・ビジネス 

消費者の欲しい低炭素型製品・サー

ビスの開発・販売で持続可能な企業

経営を行う 

 

6 滑らかで無駄のないロジ

スティックス 

SCM*1で無駄な生産や在庫を削減

し、産業で作られたサービスを効率

的に届ける 

運輸分野 

44～45 

7 歩いて暮らせる街づくり 商業施設や仕事場に徒歩・自転車・

公共交通機関で行きやすい街づく

り  

 

8 カーボンミニマム系統電

力 

再生可能エネルギー、原子力、CCS*2

併設火力発電所からの低炭素な電

気を、電力系統を介して供給 

エネルギー 
転換分野 

95～81 

9 太陽と風の地産地消 太陽エネルギー、風力、地熱、バイ

オマスなどの地域エネルギーを最

大限に活用 

 

10 次世代エネルギー供給 水素・バイオ燃料に関する研究開発

の推進と供給体制の確立 

 

11 「見える化」で賢い選択 CO2排出量などを「見える化」して、

消費者の経済合理的な低炭素商品

選択をサポートする 

横断分野 

12 低炭素社会の担い手づく

り 

低炭素社会を設計する・実現させ

る・支える人づくり 

 

（右欄の数値はシナリオAおよびBに12の方策を適用させたときのCO2排出削減可能量、単位はMtC）

＊1 SCM（Supply Chain Management）：材料の供給者、製造者、卸売、小売、顧客を結ぶ供給連

鎖管理 

＊2 CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）：二酸化炭素隔離貯留 

 

２）温暖化対策の多面的評価クライテリア設定に関する研究 

2007年に開催されたハイリゲンダムG8サミットでは、GHG排出量を2050年に現状比で半減するこ

とを検討することに合意した。果たして2050年に現状比で半減することの意味するところはどこに

あり、そしてその日本へのインプリケーションはどのようなものであるのか。本研究は、「2050年

半減」を実現するためにとりうるグローバルな排出削減パスを統合評価モデルAIM/ Impact[Policy]

によって算出し、あるレベルの気温上昇がもたらしうる影響がどのようなものになるのかを、気候

変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告書（AR4）の知見などを元にして明らかにした。

また、2050年半減といったときの日本へのインプリケーションはいかなるものであるかを検討し
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た。これらが政策目標となるためには最終的には合意形成の問題となることから、とくに企業に焦

点を当て、参加型の温暖化政策形成手法の検討も行った。 

その結果、2050年半減目標を達成するためには、いかなるケースを用いても、世界全体の排出量

を2010年以降増やす余裕はないことがわかった。また、最終的な2050年時点での排出量が半減目標

を達成する水準であったとしても、現在から2050年に至るまでの排出経路によって、2100年時点で

の気温上昇幅に若干の違いが出てくることがわかった。産業革命前から今日までにすでに0.7℃以

上上昇していることを考えると、2050年半減したとしても、今後さらに気温が1.5℃以上上昇する

ことになる。この気温上昇幅では気候変動の影響によるリスクがすでにかなり顕在化することが予

想される。2050年半減を目指す限りにおいては、緩和策とともに適応策も重要になることが見込ま

れる。日本に関しては、いずれのアプローチを採用しても、世界半減のときに日本の2050年の排出

削減量は72％～92％削減となることがわかった。何年比の削減とするかという基準年のとりかたに

よって数値は上下する。このようなレベルでの持続可能な長期目標設定のためには、ステークホル

ダーとの対話やステークホルダーを巻き込んだ合意形成が重要になる。この点については、特に企

業の扱いが重要になる。 

 

３）都市に対する中長期的な二酸化炭素排出削減策導入効果の評価 

本研究では都市に対して取られるさまざまな対策間の相互関係を考慮した統合解析を現実の都

市の場に対して適用することによって、都市単位での実際の削減可能量を推定することを目的とす

る。気候条件、人口規模、都市活動の内容が異なるわが国の複数の都市を対象にして、技術開発の

動向を織り込んだ2020年までの削減可能量と、2050年での削減可能量を、複数の社会経済的なスト

ーリーラインシナリオ毎に算出し、またそれらの実現に当たっての都市側の主体間の協力の必要性

を示すことを最終目的とする。とりわけ、2050年に対しては削減目標を設定し、その実現のために

必要な都市における対策とその組み合わせを明らかにすることを目標とする。今後人口減少が始ま

るわが国にあって、それぞれの都市の活動度がどのように変化するかは温室効果ガスの排出量を大

きく左右する要因であるが、また確実な予測を行うことは困難であり、将来のシナリオを設定して

温室効果ガスの排出量予測と対策の効果を評価していくことが必要である。本研究では、実際の都

市におけるそれぞれの対策の間に相互関連があることを重視し、各分担サブテーマ間の整合性、相

互関連を重視して研究を行う。 

本年度は、日本全体の都市の状況を把握することを念頭に置きつつ、全国水準での推計を中心的

に行った。しかしながら、都市のコンパクト化のように、都市内の活動の分布が重要な事項につい

ては特定の都市を取り上げた計算も合わせて行った。これらの結果から、日本全体としての各対策

による二酸化炭素削減可能量を推定するとともに、都市内の分布を含めた解析を同時に進めること

も重要であることがわかった。 

 

４）温暖化対策のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究 

―IT社会のエコデザイン― 

低カーボン社会実現での鍵となる「人の環境意識と行動」、「生活スタイル（移動のエコデザイ

ン）」、および「産業活動」の領域に関して、実態的な調査によるITの環境影響評価を基に、情報

技術の進展を考慮して、低カーボン社会へ移行するためのIT活用方法と期待される効果を明らかに

する。さらに、これら知見を総合して、低カーボン社会を支えるIT基盤のあり方を提示し、実現す

るために必要な技術および普及面での課題を明らかにする。また、2050年脱温暖化IT社会像を描き、

その社会像を広くアピールすることで、市民の脱温暖化社会の形成への参加を促すことを目的とす

る。社会像の描画においては、発想レベルで描いた社会像に、フォ－キャスティングの手法で進め

ている“産業/移動/市民の環境意識”の領域でのIT普及によるエネルギー消費量の定量評価の結果

を反映する。 

その結果、IT進展が産業構造へ与える影響に関して、国内に限定すれば、サービス産業の拡大（エ

ネルギー多消費産業や製造業の飽和や減少）により、産業のエネルギー消費量が減少する可能性が

高いことがわかった。これは、マクロ評価および個別のアプリケーションの評価結果が示している。

しかしグローバルな視点で考えると、ITはアウトソーシングやオフショア化を加速し、これにより

中国やインドなどのBRICs諸国の経済が拡大する。産業が発展し、先進国から途上国に移転して国

際分業体制も変化する中で、過去の例を見ると、双方を合わせた産業のCO2効率は向上する傾向が見

られるが、移転元ではCO2効率向上が頭打ち化し、移転先では元々のCO2効率が悪く、さらに需要が
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増加する状況下では、その絶対値は増加する傾向にある。IT化による国際分業の更なる深化を世界

全体のCO2効率の改善に結びつけるために、移転元、移転先双方でのCO2効率改善が課題になる。IT

革命の産業構造へ与える影響は、グローバル視点からはプラスとは言えない。 

 

５：技術革新と需要変化を見据えた交通部門のCO2削減中長期戦略に関する研究 

交通部門からのCO2排出量の大幅削減のための中長期戦略を策定することを目的とする。2006年度

までの前期研究では、削減の中間目標年としての2020年頃を見据え、自動車とくに乗用車への新技

術適用による削減見通しを明らかにするとともに、2050年に向けては、バックキャスティング手法

を用いて、地域特性別に技術革新と交通行動変化に関する施策を組合せた削減ビジョンを構築し

た。これらに基づいて削減シナリオをより具体的なものとするために、地域類型ごとに望ましい将

来像をより精緻に描き、その実現のための手段を明らかにするとともに、人口減少・少子高齢化の

もとで国土構造、都市構造の再編が進むことを念頭においた将来シナリオを構築する。このため、

地域間交通についての調査研究を強化し、地域間物流、国内旅客航空などの分野でも定量的な検討

を行う。また、新たな自動車技術に対する消費者の選好や都市内短距離交通におけるモーダルシフ

トなど、消費者の生活スタイルを考慮した対策の普及策についての検討を行う。平成19年度よりサ

ブテーマ名を変更し、サブテーマ1では新技術・交通行動転換策の導入効果の評価と普及促進に関

する研究、サブテーマ2では国土利用構造の変化を見据えた長期削減シナリオに関する研究を行う。

そこで、平成18年度までの前期3年間の成果を踏まえ、2020年に向けては低燃費車両普及策やモー

ダルシフト施策の効果や必要施策量を把握し、2050年に向けては地域別ロードマップの具体化と共

に都市間輸送のビジョンの構築を行うべく、サブテーマ構成および参加機関を変更して取り組ん

だ。 

2020年シナリオについては、メッシュ人口および市町村別一人あたり乗用車CO2、乗用車・貨物車

の年間走行量の最近の動向を見たところ、削減シナリオの実現可能性は高まっていると考えられ

た。また、低炭素交通シナリオ実現に必要な低燃費車両普及策およびモーダルシフト施策の感度に

関する知見を蓄積することができた。2050年ビジョンについては、研究会での専門家との議論やS-3

全体の人口シナリオとの整合性を踏まえたブラッシュアップを行った。また、地域類型別に具体的

な施策のロードマップを示すことができた。また、地域間輸送のモデル構築や感度分析を行った。

最終年度は、これらの知見を元に、再び取りまとめを行う。 

 

４．考察 

 本プロジェクトの最終目標は、2050年までを見越した日本の温室効果ガス削減のシナリオとそれ

に至る環境政策の方向性を提示することである。平成19年度は、バックキャスティングの手法に基

づいて、各部門の叙述シナリオの構築、数値モデルの開発を行う共に、各部門の対策について詳細

な分析を進め、その成果を和文誌「地球環境」論文特集号にまとめた。また、2050年のCO2排出量を

1990年に比べて70％削減に向けた具体的な方策を示した。 

プロジェクトの全体枠組みおよび研究構成要素の相互関係について、参画する約60名の研究者お

よびアドバイザリーボード5名の有識者を交えた会合を年2回行い、理解を深めた。また、個別にチ

ーム間調整を行った。また、日英共同研究プログラム「低炭素社会の実現に向けた脱温暖化2050プ

ロジェクト」を推進し、第2回ワークショップを2007年6月にロンドン、第3回ワークショップを2008

年2月に東京で行うなど、研究の成果を広く内外に知らせる事になった。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

今までの研究成果を和文誌「地球環境」Vol.12、No.2/2007; 低炭素社会のビジョンと実現シナ

リオに11編の論文としてまとめて示した。目標設定、全体シナリオ、重要な要素に関する検討を行

うことで、日本が低炭素社会を目指すうえでの科学的バックグラウンドを与えることができた。ま

た、2050年の日本のCO2排出量を1990年に比べて70％削減するような低炭素社会を実現する戦略を、

複数の対策と政策を組み合わせた方策（例えば、高断熱住宅や太陽エネルギーを利用する快適な家

創りを目的とする関連活動のまとまり）として12個にまとめ、目指すべき姿、目指すべき社会像を

実現するための障害と施策、それらを組み合わせた実現戦略を叙述的、また可能な限り定量的に記

述することで、実現への道筋をより具体的に示すことができた。 

（２）地球環境政策への貢献 
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2008年5月22日に、「低炭素社会に向けた12の方策」報告書を記者発表し、日本が2050年に主要

な温室効果ガスであるCO2を70％削減するための実現戦略を示したところ、各紙で取り上げられた。

2006年2月16日に環境大臣と英国大使館大使が記者発表した、日英共同研究プロジェクトの第2回

国際ワークショップを2007年6月にロンドンで、第3回国際ワークショップを2008年2月に東京で行

い、先進国だけでなく途上国を含めた世界約20カ国のステークホルダーを交えた議論をExecutive 

Summary、Call for Actionとしてまとめ、COP13・COP/MOP3やG20（気候変動・クリーンエネルギー

および持続可能な開発に関する閣僚対話）、G8環境大臣会合等でその成果を紹介した。 
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  「中国2020年代には成長率1.4%に、急速な高齢化、元高、原油高騰で急ブレーキ」 

 

 

 

 

 

 


